
課題２：極端気象の監視・予測システムの開発

（研究責任者　防災科研　水・土砂防災研究部

　主任研究員　三隅良平）

課題３：極端気象に強い都市創り社会実験

（研究責任者 東洋大学社会学部　教授 中村功）

　なお、防災科研ニュース2009年春号（No.167）

では、「ゲリラ豪雨災害の予測をめざして」とい

う特集号を組んでおります。また、Web ペー

ジ（http://www.bosai.go.jp/seika.html）「主な研

究成果」で X バンド・マルチパラメータレーダ

（MP レーダ）について観測情報が見られるよう

にリンク先を紹介しています。関連する情報に

つきましては、そちらもご参照ください。

　今後の気候変動に伴って局地的大雨（いわゆ

る「ゲリラ豪雨」）の多発化や巨大台風の発生が

懸念されており、これらは都市型災害を甚大化

する可能性が高いと言われています。

　防災科研を中核機関とする研究グループ（総

括責任者名：岡田義光理事長、研究代表者：眞

木雅之水・土砂防災研究部長）は、2010 年度

科学技術振興調整費「気候変動に対応した新た

な社会の創出に向けた社会システムの改革プロ

グラム」の一環として「気候変動に伴う極端気

象に強い都市創り」を提案し、2010年度から5

年間の課題として採択されました。

　本プロジェクトは次の３つのサブ課題から構

成されており、今回の特集号では、研究代表者

ならびに各サブ課題の研究責任者により、本プ

ロジェクトの概要についてご紹介します。

課題１：稠密観測による極端気象のメカニズム解明

（研究責任者　気象庁気象研究所　気象衛星・

観測シズテム研究部長　石原正仁）

防災科研ニュースに掲載された記事につきまして、ご意見・感想を募集しております。①発行号の No.、②記事名、③投稿者の所属・氏名、④
Web 掲載の場合の匿名希望の有無、を明記の上、k-news@bosai.go.jp までメールにてお送り下さい。お送りいただいたご意見・感想は執筆
者にフィードバックいたします。また、当所の Web ページにて、ご紹介させていただく場合がございます。
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特集：気候変動に伴う極端気象に強い都市創り

気候変動に伴う極端気象に強い都市創り
気候変動に対応した新たな社会の創出するための社会システム改革プログラム

水・土砂防災研究部　部長　眞木雅之

はじめに

　科学技術振興調整費（科学技術振興機構 / 文

部科学省）により、気候変動に対応した新たな

社会を創出するための社会システム改革プロ

グラムがスタートしました。このプログラムで

は、温室効果ガスを削減すると同時に、削減だ

けでは避けられない温暖化の影響に適応するた

め、気候変動の適応策や緩和策の基礎となる要

素技術を開発し実証実験を通じた社会システム

の改革を目指します。ここでは、2010 年度に

採択された4課題のうち、「気候変動に伴う極端

気象に強い都市創り」（代表研究機関：当研究所）

の概要と研究成果を紹介します。

研究の概要

　高度に発達した交通網や通信網を有し、数

百万以上の人々が生活する大都市には、台風、

隘路①：現状の技術では予測が困難

課題１：稠密観測による極端気象のメカニズム解明

【理学的研究】
－先端的観測システムと気象学研究者による現象解明－
（1）新たな観測技術の開発・実用化 
（2）極端気象の観測解明 
（3）統計的解析 

隘路②：情報の精度，伝達の的確さ

課題２：極端気象の監視・予測システムの開発

【工学的研究】
－エンドユーザとの双方向のやりとりを通じた開発ー
（1）極端気象の発生予測手法の開発 
（2）極端気象の監視・予測システムの開発と運用
（3）極端気象のデータベース構築 監視・予測システム

発生予測水害ハザードマップ

極端気象（ゲリラ豪雨、強風など）

隘路③：プロジェクト終了後の継続性

課題３：極端気象に強い都市創り社会実験

【社会学的研究】

－社会実験を通じたシステムの定着－
（1）４つの分野での社会実験 
①救助活動 ②危機管理 ③社会基盤 ④生活・教育

（2）解析と問題点の抽出，提言 

図１　研究プロジェクト「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り」の概要
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集中豪雨、落雷、突風などの激しい気象擾乱に

対する脆弱性が内在しています。今後の気候

変動に伴って懸念される局地的大雨（いわゆる

「ゲリラ豪雨」）の多発化や巨大台風の発生は都

市型災害の被害を甚大化する可能性が高く、局

地的大雨・強風などの極端気象の監視・予測技

術の確立は急務です。本研究では理学・工学・

社会学の研究者で構成される研究チームにより、

首都圏に稠密気象観測網を構築して極端気象の

発生プロセス、メカニズムを解明し、現象を早

期に検知しエンドユーザーに伝達する「極端気

象監視・予測システム」を開発し、関係府省・

地方公共団体・民間企業・住民との連携のもと

で社会実験をおこないます。開発したシステム

は他の都市域へも適用できることを示すととも

に社会実験から提起される諸問題を議論し、関

係府省や自治体への提言としてまとめることに

より社会の変革を図ります（図１）。

実施体制

　参加機関（協力機関を含む）は次の25機関で

計 90 名を越す研究者・自治体防災担当者等が

参加しています（図２）。

　（独）防災科学技術研究所、気象研究所、東

洋大学、国土技術総合政策研究所、（独）情報通

信研究機構、（独）電子航法研究所、（財）日本気

象協会、（株）東芝、北海道大学、京大防災研究

所、大阪大学、中央大学、山梨大学、防衛大学校、

日本大学、（財）電力中央研究所、（財）東京都環

境科学研究所、長崎大学、東京都江戸川区、東

京消防庁、横浜市、藤沢市、JR 東日本、JR 東海、

大林組。

　地震、火山、風水害、雪氷災害などの防災研

究に十分な実績と研究体制を有する当研究所が

中核機関として全体を統括します。課題１は気

象庁気象研究所が責任機関となり、当研究所等

課題１：稠密観測による極端気象のメカニズム解明

【理学を中心とした現象解明】

（1）新たな観測技術の開発・実用化 
（気象研・情報通信研究機構・大阪大・東芝）

（2）極端気象の観測解明 
（気象研・防災科研・電子航法研・山梨大
北大・中央大・防衛大・電中研・気象協会）

（3） 統計的解析（気象研）

リアルタイム
観測データ

必要なデータ
の要求

課題２：極端気象の監視・予測システムの開発

【エンドユーザとの双方向のやりとりを通じた開発】

（1）極端現象の発生予測手法の開発 
（防災科研・気象研・国総研）

（2）極端気象の監視・予測システムの開発と運用 
（防災科研・日本気象協会・京大防災研）

（3）極端気象のデータベース構築（防災科研） 

監視・予測
情報

システムへ
の要求

課題３：極端気象に強い都市創り社会実験

【社会実験を通じたシステムの定着】
（1）４つの分野での社会実験
（防災科研・気象協会・都環境研・東洋大）
①救助活動（東京消防庁）
②危機管理（江戸川区・横浜市・藤沢市）
③社会基盤（JR東日本・JR東海・大林組）
④生活・教育（住民・都立高校）

（2）解析と問題点の抽出（東洋大・日大）

エンドユーザ
ーの要求科学技術

の啓蒙

運営委員会
プロジェクト進捗状況
実証結果の議論
問題点の抽出－提言
成果の社会への定着

連絡会議
各課題間の協議
稠密観測WG
監視・予測技術WG
社会実験WG

総括責任者研究代表者

総合科学技術会議
社会実証戦略委員会

図２　研究プロジェクト「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り」の研究体制
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の 10 機関が参画し、極端気象の稠密観測を実

施してその実態を解明します。課題２は当研究

所が責任機関となり、気象協会等の４機関が参

画して「極端気象早期検知・予測システム」を

開発します。課題３は東洋大学が責任機関とな

り、４つの地方自治体及び３社の民間企業にお

いて社会実験をおこないます。

　プロジェクト全体の円滑な運営を測るために

総括責任者の下に運営委員会を設けます。また，

各課題間の調整のために研究代表者の下に連絡

協議会を設けます。具体的な問題に関しては稠

密観測ワーキンググループ、監視・予測ワーキ

ンググループ、社会実験ワーキンググループの

中で議論し解決していきます。

研究課題

課題１：稠密観測による極端気象のメカニズム

解明（気象研究所）                                 

　首都圏を対象に、最新の観測システムと既存

観測システムを結集した稠密気象観測により多

数の積乱雲を観測します。それらのデータを用

いて、環境場、積乱雲の発生要因、発生・発達・

衰弱までのプロセスを理解した上で、データ解

析、数値モデル再現実験等により災害をもたら

す積乱雲、及び災害をもたらさない積乱雲の発

生・発達・衰弱メカニズムを解明するとともに、

課題２で使用するデータセットを作成します。

課題２：極端気象の監視・予測システムの開発

（防災科学技術研究所）

　稠密観測から得られるデータをリアルタイ

ムで処理し、極端気象を早期に検出・予測す

る技術を開発するとともに、極端気象による災

害が発生する直前に、市町村内の地区スケール

で、緊急に防災情報を伝達する「極端気象早期

検知・予測システム」を開発し、社会実験で運

用します。また過去に発生した類似の災害を検

索し、事前の防災対策の参考となる情報を提供

する極端気象データベースを構築します。

課題３：極端気象に強い都市創り社会実験（東

洋大学）

　極端気象情報の利用者の例として、地方自治

体、鉄道、建設現場、学校、個人等を対象に、

緊急時において、どのタイミングにどのような

情報を必要としているかを調査・分析し、利用

者に応じた災害情報の伝達方法を研究します。

「極端気象早期検知・予測システム」による社会

実験を実施し、極端気象の発生時に、実際に地

方自治体、鉄道、建設現場、個人等に早期検知・

予測情報を配信し、情報伝達による被害軽減効

果を検証します。

展望

　このプロジェクトの最終目標は、得られた知

見や開発したシステムを利用した、極端気象に

強い都市創りに向けた様々な取組が開始される

ことです。このための鍵となる点として、第一

にプロジェクト終了後も利用可能な極端気象の

観測システムが整備されていること、第二に、

観測及び予測情報を配信するための仕組みを構

築することが挙げられます。

　前者については、気象庁が展開している現業

用 C バンドドップラーレーダや国土交通省河川

局が2012年から3大都市圏と主要な地方都市

で本格運用する X バンド MP レーダネットワー

クなどの利用が想定されます。後者については、

国土交通省、財団法人、民間気象会社、NPO

での運用が想定されますが、どのような体制が

最適かについて、社会実験から提起される問題

点を、本プロジェクトの運営委員会で議論し、

その結果を社会実証戦略委員会（内閣府総合科

学技術会議）、関係省庁、地方自治体等への提

言としてまとめます。
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稠密観測による極端気象のメカニズム解明
局地的大雨をもたらす積乱雲の発生・発達メカニズムに迫る

気象庁 気象研究所　気象衛星・観測システム研究部長　石原正仁

が高度に発達した現代の都市では、ひとたびこ

うした極端（シビアー）な大気現象「極端気象」が

発生すると、地下街、道路、工事現場などでは

降った雨が狭い箇所に一気に流れ込むなどして

大きな被害が発生することが多くなっています。

　2008 年 8 月 5 日の首都圏では朝からあちこ

ちで積乱雲が発生していました。都心南部で発

生した積乱雲はゆっくりと北上し、豊島区雑司が

谷を通過しました。このとき1時間に約60mm

の非常に強い雨が降り、下水道の工事現場で5

名の関係者が亡くなりました。また、同年7月

28 日には兵庫県中部に大規模な雨域がありま

したが、ここから南に10km ほど離れた神戸市

に突然積乱雲が発生しました。この積乱雲がも

たらした雨は都賀川の水位をわずか10分の間

に1.3m も増加させ、公園となっている川のほ

とりや遊歩道で遊んでいた子供を含む5名の方

が流されて亡くなりました。さらに 2009 年 8

月 19 日の沖縄県那覇市では、ひとつの積乱雲

が通過したことによって市内のガーブ川が急増

水し、４名の工事関係者が亡くなりました。

　気象庁では天気図や数値予報から大雨の発生

が想定されると、まず大雨注意報を発表します。

次にアメダスやレーダーなどによる監視のもと、

大雨による重大な災害の発生が予測されると大

雨警報が発表されます。また河川が増水し重大

な災害が発生するおそれがあると予想したとき

には洪水警報を発表し、さらに指定された河川

では国土交通省や都道府県と共同で洪水予報を

はじめに

　世界各国の専門家が連携して地球温暖化の研

究や対策を評価している「気候変動に関する政

府間パネル：IPCC」の第４次評価報告書（2007）

では、「地球温暖化の進展に伴い世界のほとん

どの陸域で大雨の頻度が増加し、非常に強い台

風の発生数が増加する可能性が高い。」と予測し

ています。人口が集中する都市域では、人工排

熱や緑地の減少によるヒートアイランド現象が

地球温暖化と相まって、局地的大雨などの極端

気象を増加させると推測されています。気象庁

のアメダスによる統計によると、過去 30 年間

の１時間50ｍｍ以上の大雨では、最近10年間

の頻度がそれ以前の頻度より増加していること

がわかっています。

　これまで大雨による被害をもたらすとして注

目されてきた気象現象は水平規模が数 100km

に及ぶ低気圧や梅雨前線、そして台風でした。

これらは集中豪雨として長年研究されてきた結

果、現在では発生や接近の様子が理論や数値予

報によって高い精度で予測できるようになって

きました。同時にレーダー・気象衛星・アメダ

スなど、全国を覆う気象観測網による監視体制

も充実しています。

　その一方で、晴れた空のもとで突然発生する

積乱雲は10km 四方程度のごく狭い地域に強い

雨をもたらし、ときには竜巻・ダウンバースト

など激しい突風を起こします。交通網や通信網
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発表しています。

　低気圧、前線、台風などにともなう大雨では、

多くの場合発生の数時間前にはこうした警報を

発表することができます。しかし、突然発生

する積乱雲がもたらす大雨（気象庁ではこれを

「局地的大雨」と呼んでいます）については、十

分な時間的余裕を持って大雨警報を発表するこ

とは現時点では困難です。その理由は積乱雲が

発生・発達し大雨がもたらされるまでの詳細な

プロセスやメカニズムが解明されておらず、そ

れに対応する監視・予測技術が開発されてい

ないことです。「局地的大雨」のことをマスコミ

等では「ゲリラ豪雨」と呼ぶことがありますが、

この言葉は予期せずに発生し被害を与えるこう

した極端気象の性格から名付けられたものと思

われます。

　前節の眞木部長による解説のとおり、科学技

術振興調整費による「気候変動に伴う極端気象

に強い都市創り」の課題１では、こうした局地

的大雨をもたらすような比較的小規模な積乱雲

を対象として、最新の気象観測技術と既存の研

究・現業観測網を連携させた高い空間・時間分

解能の「稠密観測網」による観測と解析、さら

に数値実験を組み合わせて、主に局地的大雨を

もたらす積乱雲のそのメカニズム解明を進めて

いきます。

積乱雲のメカニズム研究の課題

　本格的な積乱雲の研究は1940年代中頃に米

国で行われた “ Thunder Storm Project ( 雷雨プ

ロジェクト )” に始まるとされています。その後、

米国では大型の竜巻 “トルネード” の被害を軽減

するため積乱雲の研究が大きく進みました。わ

が国でも同時期に関東平野で「雷雨特別観測」

が行われました。

　関東平野は全国で最も多く積乱雲が発達する

地方です。地元に位置する気象研究所や防災科

研では、関東地方に発生する積乱雲がひとつの

研究テーマとなってきました。1990年代後半

には国内の多数の研究機関・大学が参加して「つ

くば域降雨実験」が実施されました（吉崎ほか、

1999）。こうした研究により積乱雲について多

くのことが理解されるようになりましたが、局

地的大雨に対処するためには不明な点が多く残

されており、研究や調査が必要です。

　積乱雲のメカニズムを解明すると一口にいっ

ても、たくさんのプロセスに対応する研究が必

要です。本研究では次のような課題を設定して

います。

• 積乱雲を発生させる大気環境場

• 都市域における大気境界層と積乱雲発生の関

係

• 積雲が発生する過程とメカニズム

• 積雲が積乱雲に進化する過程とメカニズム

• 積乱雲が成長する過程における内部の降水粒

子や気流の分布

• 積乱雲の下で大雨が発生し終焉する過程

• 積乱雲の移動の過程や分裂や合併により積乱

雲が長続きする過程とメカニズム

• 積乱雲やそれにともなう大雨の統計解析

• 積乱雲の観測に必要な技術開発

　次節では、まず首都圏で発生する積乱雲の実

態を紹介します。次に、本プロジェクトの主題

である首都圏稠密観測を中心にすえて、これら

の研究について解説します。

首都圏の積乱雲

　関東地方に発生する積乱雲には大きく分け

て２つのタイプがあります（小倉ほか、2002）。

ひとつは、群馬県・栃木県・埼玉県・東京都の山

地で発生するタイプで、そのうちのいくつかは南

または東に移動して首都圏に達します。もうひ
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とつははじめから首都圏に発生するタイプです。

　先にお話した豊島区雑司が谷の大雨は後者の

タイプの積乱雲によるものです。この日、東京

都とその周辺域では 179 個の積乱雲が発生し

ていました。図１は 179 個の積乱雲の大きさ

と寿命の分布です。大きさで見ると、平均値

は20km2（直径5km の円に相当）で、最大でも

80km2（直径10km の円に相当）でした。レー

ダーの画面上に積乱雲が出現し消え去るまで

の時間を寿命とすると、積乱雲の総数の2/3は

60 分以下で、全体の 86％が 80 分以下でした。

すなわち積乱雲の寿命は１時間そこそこという

ことになります。

　レーダー画面に積乱雲が出現して地上で雨が

降り始めてから雨のピークを迎えるまでの時間

を調べると、それは10 ～ 20分でした。すなわ

ち、レーダーによって積乱雲の動向を監視しな

がら地上で大雨が発生することを予測しようと

すると、われわれに与えられる時間は10 ～ 20

分であると言い換えられます。大気環境が異な

ると積乱雲の振舞いも異なってくるので、この

日の事例だけで結論づけはできませんが、局地

的大雨の監視や予測には大きな時間的ハードル

が設けられているといえます。　

首都圏稠密観測

　さて本題の首都圏稠密観測網に話を進めま

しょう。図 2 は現在準備中の首都圏稠密観測網

のイメージ図です。観測機器の配置などは実際

と多少異なりますが、観測網の概要を見渡すこ

とができます。全体は今回のプロジェクトのた

めに実施する研究観測網、既存の研究観測網、

気象庁などの現業観測網の3つに分類されます。

その１　今回のプロジェクトのために導入され

る観測システムは次のとおりです。

• Ku バンドレーダー：大阪大学で最近開発さ

れた波長 2cm の小型気象レーダーです。こ

れまでの気象レーダーでは常識であった5 ～

10分間の時間分解能（３次元走査の場合）と

100m 程度の距離分解能を、このレーダーは

一挙に 1 ～ 2 分と 10 ｍに短縮しました。さ

らにドップラー速度測定や二重偏波などのマ

ルチパラメータ（MP）機能により降水粒子の

大きさの推定ができます。探知範囲が20km

程度と狭いことが短所ですが、急激に変化す

る積乱雲の内部構造を知るには最適なレー

ダーです。

• 航空機観測：電子航法研究所が保有するビー

チクラフト B99 が観測に参加します。機動

性と高速性を生かして、わが国ではこれまで

測定されたことのない積乱雲が発生する直前

や発生後の積乱雲周辺の気温、湿度、風など

の大気状態を測定します。

• ドップラーライダー：大気中に浮遊するエー

ロゾルを媒体として地上付近の気流やエーロ

ゾルの分布を測定します。北海道大学低温科

学研究所が目黒区に、情報通信研究機構が小

金井市でドップラーライダーの観測を行いま
図１　2008 年 8月5日に首都圏で発生した179 個の積乱雲の

面積（上）と寿命（下）の頻度分布。



防災科研ニュース “冬”　2011 No.1748

す。羽田空港で運用されている気象庁の現業

ドップラーライダーを加え3台が連携するこ

とにより、東京湾から多摩地区東部にかけて

のドップラーライダー回廊ができあがります。

これにより積乱雲の発生に先立って東京湾か

ら都心部に進入して来る海風前線や積乱雲が

作り出すガストフロントなどレーダーが不得

手とする観測対象を可視化することができる

と期待されます。

• 大気境界層観測：防衛大学校、気象研究所そ

して情報通信研究機構が協力して、大気のゆ

らぎを測定するシンチロメータやラジオゾン

デなど使って大気境界層における熱の鉛直輸

送量を測定します。大気境界層とは地上から

高度 1km 程度までの地表の影響を強く受け

た気層で、地表から大気へ熱や水蒸気を輸送

し、積乱雲の発生環境を整える領域です。都

市域では人口廃熱やビルなどにより周辺の

田園地域とは異なった大気境界層が形成され、

積乱雲の発生に影響を与えていると推測され

ています。

• 高密度地上観測網：気温・湿度・気圧・風・

雨滴粒径分布を測定する12地点からなる観

測網を大雨の発生が多いとされている都区西

部に展開します。気象研究所などの山形県庄

内平野における実績をもとに、各

地点の間隔を 3km とし、気象庁

のアメダスの17km にくらべると

たいへん高い空間密度の観測が実

現します。これにより積乱雲の発

生前後の地上付近の気象状況が精

密に測定されます。

• GPS 受信網： GPS 衛星から発射さ

れる信号が大気中の水蒸気によっ

て真空中より遅くなることを利用

して大気中の水蒸気の量を測定し

ます。気象庁は全国約1200地点の国土地理

院の GPS 受信網 GEONET のデータを日々の

数値予報の初期値解析に利用しています。首

都圏稠密観測では GEONET のデータを強化

するため GPS 受信機を水蒸気の流入口であ

る東京湾岸や区内に5台設置します。東京湾

上の『海ほたる』にも１台を設置する予定で

す。これらにより積乱雲の発生に必要な水蒸

気の量を詳細に測定します。

その２　関東地方では既存の研究観測網が充実

しています。

• その代表格は X-NET です。防災科研が中心

となり、防衛大学校、中央大学、山梨大学、

気象協会、電力中央研究所が参加して首都圏

を覆うように7台の波長3cm の X バンドレー

ダーが運用されています。このうちのいくつ

かはマルチパラメータ機能により、電波が雨

滴の中を通過する際に電波の位相が遅れるこ

とを利用して雨量計に匹敵する精度の雨量

測定を行っています（ Kato and Maki, 2009）。

マルチドップラー機能により雨域内の風向風

速のリアルタイム測定も可能です。

• 気象研究所の MP レーダーは、波長5cm の C

図 2　首都圏稠密観測網のイメージ図。観測機器の数や配置は実際とは異なります。
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バンド気象レーダーとしては世界に先駆けて

送信機に固体素子を採用し、今後の気象レー

ダーの進路を占うものです。製造会社の（株）

東芝も参加して固体素子特有の技術的課題を

検討するとともに、高密度地上観測網と連動

して MP 機能を生かして積乱雲内の降水粒子

の判別、雨滴粒径分布の測定を行います。ま

た、柏・成田空港・羽田空港の気象庁現業レー

ダーやX-NETのレーダーとの連携で、積乱雲

内の詳細な気流分布などの解析が可能となり

ます。

その３　気象庁などの高層気象観測、レーダー、

地上気象観測などの現業データも有効に利用す

る予定です。中でも静止気象衛星ひまわりの『ラ

ピッドスキャン』が注目されます。ひまわりは

通常日本を含む南北半球の雲画像を30分間隔

で撮影し地上に送ってきます。ラピッドスキャ

ンでは、日本周辺に限りますが5分程度の間隔

で雲画像を撮影します。まだ試験観測の段階で

すが、本プロジェクトではこのデータが利用で

きる予定です。これにより今までにだれも見た

ことがない積雲が発生し積乱雲に発展する様子

が克明に観察されるはずです。

研究の流れ

　実際の稠密観測網による観測とその後の研究

の流れをシナリオ風に考えてみます。このプロ

ジェクトのため、気象研究所では夏の期間中の

毎日、1km メッシュの特別に細かい数値モデ

ルによる予報実験を行います。これによって翌

日首都圏に積乱雲が発生することが予想される

と、観測用航空機が待機に入ります。

　当日午前中には、観測用航空機が関東南部を

周回して上空の気象観測を行います。各機関の

研究者はリアルタイムに送られてくる観測デー

タをディスプレイ上で監視します。時間の経過

とともに、ドップラーライダー群は海風前線が

東京湾から都内に進入するようすを捉えるで

しょう。大気境界層の観測では熱の鉛直輸送量

の増大が認められるかもしれません。ひまわり

ラピッドスキャンが積雲の発生を認めると、Ku

バンドレーダーは積雲の中の雲粒が集まって降

水粒子に変化する過程を捉えるはずです。積雲

が垂直方向に伸びて積乱雲に変化すると、X －

NETや現業レーダーがその発達過程を追跡しま

す。積乱雲の中で大雨が形成される過程を見る

ため、研究者の手で操作される気象研究所の C

バンドMPレーダーが特に積乱雲内部の降水粒子

の鉛直分布の変化を追跡します。その後、積乱雲

の発達、大雨の開始、積乱雲の分裂や併合、そし

てその終焉までを各観測システムが追跡します。

　観測で得られたデータは気象研究所のサーバ

にアーカイブされ、必要な品質管理を施した後

に研究者間で利用に供されます。データ解析に

よる事例解析、格子間隔が500m などの高分解

能数値モデルを使ったデータ同化による再現実

験、統計的解析等が行われ、積乱雲の発生・発

達のメカニズムと局地的大雨の発生過程が解明

されていくことになります。

　こうして得られた研究成果は、本研究プロ

ジェクト課題２「極端気象の監視・予測システ

ムの開発」のための科学的根拠や基礎材料を提

供することになります。
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突然の浸水で危機一髪

　2010 年 7 月 5 日夜、東京都北区堀船に住む

Ａさんは、作業場にしているアパート１階の

様子を見に行きました。折からの大雨で作業場

に水が入るのではないかと心配したのです。サ

ンダル履きの軽装で様子を確認していたところ、

突然の浸水がＡさんを襲いました。アパートを

囲むコンクリートの壁に水圧で穴が空き、そこ

からすごい勢いで水が入ってきたのです。同時

にアパート周辺の狭い路地からも水が入り込み、

水位はあっという間に腰の高さになりました。

激しい水流でＡさんは流されそうになりました

が、近くの電柱に必死にしがみついて何とか難

を逃れました。しかし胸ポケットに入れていた

携帯電話が流され、手足には傷を負い、また高

額な作業場の機械がすべて駄目になってしまい

ました。

　この災害は石神井川の氾濫で生じたものです

が、近年、このように突発的な豪雨被害が数多

く報告されるようになってきました。都市域で

は地面がアスファルトで固められているため、

降雨が早い時間で河川に流入することや、狭い

範囲に人口や財産が集中していることが被害を

起こり易くしていると考えられます。

局地豪雨を捉える

特集：気候変動に伴う極端気象に強い都市創り

極端気象の監視・予測システムの開発
豪雨・突風情報を伝達する

水・土砂防災研究部　主任研究員　三隅良平

　「ゲリラ豪雨」の名称で報道されることもあ

る局地豪雨は、その時間・空間スケールが小さ

いため、これまではしばしば気象観測網で捉え

きれない場合がありました。しかし近年、新し

い気象レーダ技術により、局地豪雨を捉えるこ

とが可能になってきています。その１つが、防

災科研の開発したＸバンドマルチパラメータ

レーダ（ＭＰレーダ）です。図１はＭＰレーダ
写真１　平成 22 年 7月5日豪雨による被害の例。氾濫した水

の圧力によってブロック塀やドアが倒されています。

図１　防災科学技術研究所のＭＰレーダが捉えた2010 年 7月
5日の大雨
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による 2010 年 7 月 5 日の大雨による東京周辺

の雨量分布を示しています。雨量は石神井川に

沿って大きな値を示しており、このことが石神

井川の氾濫を引き起こす原因になったと考えら

れています。ＸバンドＭＰレーダは、国土交通

省によって都市圏を中心に観測網が整備されつ

つあり、首都圏のみならず様々な場所での局地

豪雨を、より確実に捉えられるようになりつつ

あります。

情報を伝える

　このように局地豪雨はある程度観測可能に

なってきました。しかしまだ大きな問題が残っ

ています。それは防災情報の伝達です。せっか

く局地豪雨の発生を観測できても、速やかに防

災担当者や一般の方々に情報が伝達されなけ

れば被害は軽減されません。「気候変動に伴う

極端気象に強い都市創り」の課題２では、局地

豪雨や突風など極端気象を観測した場合、速や

かに情報を伝達する「極端気象早期検知・予測

システム」を開発することを目標にしています。

このシステムの開発にあたっては、地方自治体、

消防、鉄道、建設会社等の防災担当者にも参加

していただき、各分野において「どのタイミン

グ」で「どのような」防災情報を必要としている

かを明らかにしながら、システム開発を進めて

いくことにしています。以下、「極端気象早期

検知・予測システム」に必要な技術開発を紹介

していきます。

緊急「豪雨」情報を作成する

　地震の分野では「緊急地震速報」が大きな成

果を上げています。緊急地震速報は地震発生

のほんの十数秒から数十秒前の情報伝達です

が、それでも命や財産を守るための様々な行動

をとることが可能です。同じことは豪雨につい

ても言えます。局所的な豪雨は突然発生し、雨

の降り始めから20分程度で甚大な被害を生じ

させます。豪雨発生のたとえ 5 分～ 10 分前で

あっても、精度の高い予測情報を伝達すること

ができれば、被害を軽減させることができると

考えられます。本課題では、豪雨発生を早期に

検知するため、地上のみならず上空の雨を監視

し、予測情報に活用することを計画しています。

図２に示すように、レーダは仰角を変えること

によって上空の雨の強さを測ることができます。

雨粒が落下する速さは毎秒９メートル程度です

から、高度4000メートルで豪雨が検知できれ

ば、地上に雨が達する約７分前に豪雨発生を検

知できることになります。情報の受信者が緊急

的な避難行動をとれるようにこの情報を文字情

報などに変換し、携帯電話等でいち早く現場に

伝えるシステムの構築を目指しています。

　さらに数十分～１時間先の予測を対象とする

降水・強風ナウキャスト技術の向上や、観測デー

タを数値予報に取り込む同化技術の高度化など

も計画されています。 

図２　緊急「豪雨」情報のイメージ

雨粒

文字情報による

豪雨発生の伝達

つくば市天王
台に10分以内
に激しい雨が
降る見込みで
す
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河川警報装置を高度化する

　2008年７月28日午後、神戸市を流れる都賀

川を突然の鉄砲水が襲い、親水施設（河川に入っ

て遊べる施設）にいた子供を含む５人が水死す

るという痛ましい災害がありました。親水施設

は神戸市だけではなくいろいろな市町村の河川

に設置されており、各市町村では突発的な豪雨

に備えてその災害対策が急務です。

水防活動・防災行政のための情
報を提供する

　水害発生前の警戒や発災直後の対応など、地

方自治体による水防活動や防災行政は、豪雨被

害の軽減に重要な役割を担っています。特に災

害発生直後には、防災担当者は災害の規模や状

況を的確に判断し、迅速かつ効率的な対応をす

ることが重要です。本課題では東京消防庁、江

戸川区、藤沢市の協力により、稠密気象観測に

よる監視・予測情報をリアルタイムで防災担当

者に提供し、水防活動や防災行政を効率的かつ

的確に実施するためのシステム開発を進めてい

ます。システムの開発にあたっては防災担当者

の意見を聞きながら、より実効性の高い情報提

供を目指しています。

　本課題では横浜市道路局河川部の協力を得て、

親水施設に設置されている警報装置の高度化を

目指しています。具体的な計画として、MPレー

ダをはじめとする稠密気象観測により正確な雨

量を取得し、それに基づいて流域に降る雨量や

水位の変動を予測することにより、警報装置の

空振りや見逃しを改善していきます。都賀川で

起こった悲劇が二度と起こらぬよう、政府機関、

独立行政法人、民間企業、自治体の防災担当者

が協力してシステムの高度化を目指します。

建設現場や鉄道運行の管理に応
用する

　2008 年 8 月 5 日、東京都豊島区雑司が谷で

局所的な豪雨が発生し、下水道工事をしてい

た５名の作業員が水流に流されて死亡する災害

図３　水防活動のための情報提供

写真２　いたち川（横浜市）に設置されている警報装置

稠密気象観測による雨・風情報
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がありました。作業現場は危険が伴うだけでな

く、作業の終了から退避行動に移るまである程

度の時間を要することも被害を起こしやすくし

ている原因です。このような災害を防ぐために

は、充分な先行時間をもち、かつ正確な気象情

報が必要となります。本課題では大林組の協力

のもと、建設現場に対して的確かつわかり易い

防災情報の提供の仕方を検討していきます。

行動には移れないものです。したがって自分の

住んでいる場所の過去の災害履歴を知っておく

こと、および自然災害に関する知識を持ってお

くことは的確な避難行動を起こすために重要で

す。本課題では過去の台風の経路や規模、被害

状況を記録した「台風災害データベース」、土

砂災害の起こった場所を記録した「土砂災害

データベース」、東京都内での浸水被害を記録

した「浸水被害データベース」の構築を進めま

す。また高等学校に稠密気象観測情報をモニ

ターするためのパソコンを設置し、生徒の皆さ

んにリアルタイムで気象情報を見ていただきな

がら災害の知識を高めていただく試みも計画し

ています。

　また現在、列車の運行管理は主として鉄道沿

線におかれた雨量計や風速計で行われています。

その問題点としては雨量計同士のすき間に降る

局所的な雨が検知できないことや、遠くからは

やい速度で通過する突風前線など監視できない

ことがあります。本課題では JR 東日本および

JR 東海の協力により、稠密気象観測に基づく

監視・予測情報の列車運行管理への応用可能性

も検討していきます。

過去の災害を知る

　人は一般に防災情報を得たとしても、そこか

ら起こる被害を想定しない限り、なかなか避難

 さいごに

　MP レーダネットワークなど稠密な気象観測

網が各地に展開され始め、現在、政府機関や独

立行政法人、大学、地方自治体、民間企業等の

様々な分野の人がその有効利用に知恵を絞って

います。本プロジェクトが成功し、様々な分野

での活用例を示すことができれば、同様な取組

みが全国に広がっていき、極端気象による災害

が徐々に軽減されていくと考えています。

写真３　建設中の東京スカイツリー

写真４　パソコンを利用したレーダ観測情報提供システム
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特集：気候変動に伴う極端気象に強い都市創り

極端気象に強い都市創り社会実験
全体像および生活面の社会実証実験

東洋大学社会学部　教授　中村功

全体計画

　極端気象に強い都市づくり社会実験では、防

災情報のエンドユーザー（地方自治体、消防、

鉄道、建設現場、教育、個人生活等）が緊急時

において、どのタイミングにどのような情報を

必要としているかを明らかにし、ユーザーに応

じた災害情報の伝達手法を研究しています。

　具体的には、地方自治体としては、藤沢市、

江戸川区、横浜市が住民向けの防災体制整備の

ための実験を担当し、消防面では東京消防庁が

浸水救助の支援システムへの応用を担当します。

また鉄道では JR 東日本が運行管理システムへ

の観測データの応用を担当しています。また建

設現場としては大林組が工事現場の災害対策へ

の応用を担当し、教育面では東京都環境研究所

が、都立高校生を対象にした観測データを使っ

た教育実践を担当しています。

生活面の社会実証実験

　東洋大学が取り組むのは、このうち個人生活

面の社会実験です。５年間の計画としては、①

シーズ・情報提供実態把握、②ニーズ調査、③

実験準備（提供内容・形式の検討）、④実証実験、

⑤評価・まとめを予定しています。

2010 年度はシーズ調査

　本年度はシーズに関する調査を行っています。

具体的には、MP レーダ等を使った即時的気象

情報提供システムが、どのような技術的可能性

を持っているか、どのような情報を提供できる

のか、シーズ面から検証しています。

　具体的には緻密観測・気象メカニズム解明部

門や予測システム開発部門ヒアリングを行いま

す。またここにおいて、予測システム開発へ開

発上の提言もおこなう予定です。

　一方、欧米において、即時的気象情報システ

ムがどのように活用されているのか、資料を収

集し、分析します。その中でもアメリカにおい

ては即時的情報伝達が求められる竜巻情報など

が発展していると考えられ、また EU において

も活用について何らかの先進事例があるのでは

ないかと予想しています。

　さらに文献研究、学会発表でどのような即時

的気象情報システムがあり、活用されているか、

最新の研究をフォローしています。

2011 年度はニーズ調査

　2011 年度は 5 か年計画のうち②のシーズ調

査を行う予定です。ここでは、緻密観測・気象

メカニズム解明と予測システムのニーズに関す

る大規模ウェブ調査を行います。

　具体的には、約150万人が登録するウェブパ

ネル全員にスクリーニングをかけ、さまざまな

社会的事情におかれた人、合計約１万人を抽出

し、その対象者に即時的気象情報提供システム

にどのような社会的ニーズが存在するかを調査

し、整理します。
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　いまのところ対象者は 10-20 グループほど

の特定集団を考えています。たとえば、気象情

報サービス加入者、河川流域住民、水害被害経

験者、農業従事者、児童をもつ母親、児童の野

外活動を指導する人、登山者、サーファー等々、

さまざまな事情を抱えた人々が気象情報にどの

ようなニーズを持っているかを検討します。

　ここで調査対象者に大人数が必要なのは、調

査項目には選択肢項目だけでなく自由回答を取

り入れ、その中で活用アイデアを探るためです。

すなわち、単なる数値の集計ではなく、大量の

人数に聞くことによって、我々の思いつきもし

ない活用シーンが発見されることを期待してい

るのです。

　150万人にスクリーニングの質問をしますと、

だいたい30万人くらいが回答を返してくると

予測しています。たとえばそのうち0.1％が河

川流域住民なり、サーファーだったとしますと、

それぞれ 300 人の回答が取れることになりま

す。大規模ウェブ調査ではこのように特殊な人

のニーズを知ることができるのです。

図 1　個人の生活面の社会実験

 
社会実証実験④生活・教育（生活）

監視予測システム
情報メディア 市民（一般・特定）

民間気象会社
水害予報センター等
（プロジェクト後）

ニーズに答えた情報提供
（市民一般、屋外レジャー、
屋外活動指導者、災害危険
地域の住民など）

①シーズ・情報提供実態把握
②ニーズ調査
③実験準備（提供内容・形式の検討）
④実証実験
⑤改善
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　2010 年 9月19日から21日までの3日間、産

学官連携によるＧ空間 EXPO 実行委員会の主催

で、G 空間 EXPO 「“いつ・どこ情報” で暮らしが

変わる、未来を創る」がパシフィコ横浜で開催さ

れました。防災科研は、“安心安全な生活を「まも

る」ゾーン”に出展し、地震動予測値図（J-SHIS）や、

統合化地下構造データベースの紹介、地すべり地

形分布図など、地理空間情報（ G 空間）と密接に

関係する内容、さらに、個人や地域の防災力を高

めるための研究として、浸水センサーやあめリス

クナウ（浸水予測地図）、e 防災マップづくりと地

域発・防災ラジオドラマの紹介、開発中のウェブ

マッピングシステムおよびソーシャルウェア「e コミ

ウェア」など、G 空間と密接に関係する研究成果

を紹介しました。

　また、20日と21日に、丸２日間をかけて、災

害リスク情報プラットフォーム研究プロジェクトリ

スク研究グループの主催により、次の４つのシン

ポジウムとワークショップが開催されました。

①～地域の絆をつくる～　e 防災マップコンテス

ト記念シンポジウム（9月20日午前、参加者約

70名）

②地域における新しい公共と防災力～相互運用

型 WebGIS と地域コミュニティ向けグループ

ウェアの統合システム「e コミウェア」の活用～（9

月20日午後、参加者約80名）

③防災マッシュアップコンテスト記念シンポジウム

（9月21日午前、参加者約50名）

④新しい情報メディアの展開と地理空間情報の二

次利用を考える　二次利用を阻害しているのは

何だ？　～防災分野から G 空間に向けて～（9

月21日午後、参加者約70名）

　これらのシンポジウム等の詳細な開催報告につ

きましては、下記ＵＲＬをご覧下さい

http://www.bosai-drip.jp/etc/gexpo2010.htm

（Ｇ空間 EXPO は昨年度までは「地理空間情報

フォーラム」として開催されていたものです。）

Ｇ空間EXPO「“いつ・どこ情報”で暮らしが変わる、未来を創る」

特設会場で行われた e 防災マップコンテストの表彰式

” 安心安全な生活を「まもる」ゾーン”での出展の様子

「二次利用を考える」シンポジウム
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　当研究所は、2010 年11月12日（金）に新潟市

において、標記講演会を、新潟県、新潟市、（社）

日本雪氷学会北信越支部、日本雪工学会上信越

支部の後援により開催しました。本講演会は、雪

氷災害に関わる話題や最近の研究について紹介

するもので、今回が50回目となります。新潟市は

今年、吹雪災害や着雪による停電などによって大

きな被害を受けており、雪氷災害に対する関心も

高く、141名の方に集まって頂きました。

　岡田理事長の開会挨拶のあと、新潟県土木部

野澤部長からは、防災科研との連携によって雪

氷災害を低減するシステム作りを構築しつつあり、

今後も発展を望む挨拶がありました。引き続き、

新潟大学理学部本田准教授から「北極の変化がも

たらす近年の日本の異常気象－今冬の雪はどうな

る－」の講演があり、その後、新潟市土木総務課

佐藤主査から「昨冬の地吹雪被害と今後の対応」、

新潟県妙高砂防事務所、NPO 法人 ACT 太田氏

から「2009-2010シーズンの白馬山麓における雪

崩情報発信について」と題し、当研究所で研究開

発中の雪崩や吹雪の発生予測システムが活用され

ていることなども紹介されました。さらに、当研

究所から中井総括主任研究員と根本主任研究員

が最近の集中豪雪や吹雪災害の解析や予測研究

について紹介しました。講演の後、熱心な総合

討論が行われ、雪氷対策に携わっている行政の

方からは、雪崩や吹雪、道路雪氷など面的な雪

氷災害予測が必要で、防災科研にこれまで以上

に研究開発を進めてもらいたいという意見も出さ

れました。

2010 年度雪氷防災研究講演会 雪氷災害予測の最前線
－最近の集中豪雪災害を教訓に－

　2010 年11月17日、一橋記念講堂に於いて環

境研究機関連絡会の主催により、第8回環境研

究シンポジウム「わたしたちの生活と環境～地球

温暖化に立ち向かう～」が開催され、5件の講演、

88件のポスター発表が行われました。

　当研究所からは、水・土砂防災研究部の三隅

主任研究員が「気象災害の予測と適応策　～Ｍ

Ｐレーダネットワークによる局所的気象災害予

測の現状と展望～」というテーマで講演しました

（ http://tenbou.nies.go.jp/science/video/ で ス

トリーミング配信予定）。国土交通省に採用され、

現在続々と配備数を増やしている MP レーダを

テーマとした講演ということもあり、終了後の質

疑応答のみならず、ポスター会場まで直接質問

をしに来る来場者もあり、関心の高さが伺えまし

た。また、当研究所からは、水・土砂防災研究

部、防災システム研究センター、雪氷防災研究セ

ンターより8枚のポスターを展示しました。

第 8 回環境研究シンポジウムで MP レーダについて講演
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　2010 年10月20 ～ 22日、新潟県長岡市で標

記会合が開催されました。UJNR（天然資源の開

発利用に関する日米会議）地震調査専門部会は、

日米の地震に関する研究成果と観測結果などを

持ち寄り、相互交流を通じて地震災害の軽減に

資することを目的に、2年ごとに日米交互で開催

される会合です（事務局は、日本側は国土地理院、

米国側は米国地質調査所）。当研究所は、本部

会の前身「地震予知技術専門部会」（1979年第1

回開催）以来、主要機関として参加しています。

　20日は2004年新潟県中越地震の被災地の

断層路頭や深層ボーリング現場等の現地視察

が行われ、21、22日にはテクニカルセッショ

ンが開かれました。日本側から14機関、米国

側から12機関が参加し、今回のテーマ（地震サ

イクル、間歇的な微動とゆっくりすべり、強震

動予測と地震危険度、地震及び津波の早期警

報と迅速な評価、最近の地震）について、55件

の発表が行われ終日熱心な討議、情報交換が行

われました。当研究所からは大加速度記録に伴う

トランポリン現象の発見（防災科研ニュース2009

年秋号）などの8件の最新の研究成果を発表しま

した。最後に地震災害軽減のため両国が今後さ

らに協力して推進すべき研究分野を取りまとめた

決議（ Resolution）を採択し、次回は２年後米国

での開催を期して終了しました。

UJNR 地震調査専門部会第８回合同部会が長岡市で開催

　2010 年11月17日～ 20日の日程で、つくば国

際会議場にて、12学会の主催（幹事学会は日本

地震工学会）により第13回日本地震工学シンポジ

ウムが開催されました。同シンポジウムは、世界

地震工学会議（WCEE）が4年ごとに開催されるの

に合わせ、その中間年に4年ごとに開催されてい

ます。同シンポジウムには、約620 件の論文発表、

17機関の技術展示があり、活発な学術・技術の

交流の場となりました。スペシャルテーマセッショ

ンでは、「この10年の地震工学の動向と発展」と

いうテーマが設けられ、藤原防災システム研究セ

ンターＰＤが「全国地震動予測地図の作成とデー

タ公開システムの開発」について、梶原兵庫耐震

工学研究センター副センター長が「Ｅ－ディフェ

ンスの活動と今後の展開」について講演しました。

なお、17日には、「筑波研究学園都市地震工学ツ

アー」が開催され、外国人研究者数名を含む約

40名の参加者が当研究所を訪問し、強震観測施

設、大型耐震実験施設、大型降雨実験施設など

を熱心に見学してゆきました。

つくば市で第 13 回日本地震工学シンポジウム

参加者の集合写真（国土地理院提供）

当研究所の技術展示ブースの様子

青井地震観測データセンター長に
よる強震観測施設 (K-NET) の説明

（日本地震工学会提供）
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　11月24 ～ 26日に新潟県柏崎市の新潟工科大

学で、（独）原子力安全基盤機構（JNES） と国際原

子力機関（IAEA）の主催、新潟工科大学（NIIT）、

東京電力（TEPCO）、原子力安全保安院（NISA）の

協賛によって「第1回柏崎国際原子力耐震安全シ

ンポジウム　－次世代に向けた耐震技術の革新

－」が内外から約500名の参加者を集めて開催さ

れました。

　シンポジウムは４つのテーマセッションと２つの

関連するワークショップ（WS）から構成され、それ

ぞれのテーマごとの連携が重視される運営がなさ

れました。深部地震観測に関するＷＳにおいては、

藤原防災システム研究センタープロジェクトディレ

クターが、ＷＳコーディネータとしてとりまとめを

行い、青井地震観測データセンター長が、防災

科研の地震観測網の整備やその成果、経験に関

する講演を行いました。新潟工科大においては、

強震動の増幅特性を探るために3000m 深度の

地震観測が計画されており、防災科研の技術協

力が期待されています。

　また、当研究所は、実大三次元震動破壊実験

施設（E- ディフェンス）を用いた7件の実験の成果

についてポスター出展を行い、実験映像や動く E

－ディフェンス模型とともに紹介しました。原子力

関係の耐震実験は長年、多度津の振動台が担っ

てきましたが、2005 年に廃止されてからはその

役割をＥ－ディフェンスが担うこととなり、今回実

験実施機関の協力を得ての出展となりました。展

示ブースへの来場者は初めて見る実験映像や実験

の成果を興味深く見ていました。

「柏崎国際原子力耐震安全シンポジウム」で講演と出展

催された地形学連合秋季大会において授賞式

が行われました。（日本地形学連合 HP　http://

wwwsoc.nii.ac.jp/jgu/）

　水・土砂防災研究部の若月強研究員が日本

地形学連合奨励賞を受賞し、11月13・14日に

埼玉県熊谷市（立正大学熊谷キャンパス）で開

村上研究員がクリタ水・環境科学研究優秀賞を受賞
　水・土砂防災研究部の村上研究員がクリタ水・

環境科学研究優秀賞を受賞し、８月27日に京王

プラザホテルにおいて授賞式が行われました。

若月研究員が日本地形学連合奨励賞を受賞

（クリタ水・環境科学振興財団 HP　http://www.

kwef.or.jp/）

地震観測孔掘削のためのボーリングの様子

展示ブース「Ｅ－ディフェ
ンスによる原子力施設の
耐震実験」の様子
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発 行 日

　防災科研では、これまで伊豆大島、三宅島、

富士山に孔井式地震傾斜観測装置、広帯域地

震計、GPS などを装備した火山観測施設を整備

し、これらの観測機器が地下のマグマの動きを把

握するのに有効なことを示してきました（防災科研

ニュース、2009 年夏号）。一方、科学技術・学

術審議会測地学分科会火山部会では、「今後の大

学等における火山観測研究の当面の進め方につ

いて」（2008 年12月）において、大学における火

山観測研究を重点化する火山として、阿蘇山など

16火山を選択し、防災科研等がこれらの火山に

基盤的な観測施設の整備を進める方針を打ち出

しました。

　これを受け防災科研では、2009年度に有珠山

（1箇所）、岩手山（1箇所）、浅間山（2箇所）、阿

蘇山（2箇所）、霧島山（2箇所）で火山観測施設

の整備に着手しました。各火山ではそれぞれの火

山で連続観測を実施している大学や気象庁と連

携し、火山噴火予知研究や火山監視に役立つよ

うに観測点を効果的に配置しました。新しい観測

施設は山頂火口からほぼ3 ～ 7km の範囲にあり

ます。これらの観測施設は、深さ200ｍの観測

井の孔底に設置された孔井式地震傾斜観測装置、

地表付近に設置された広帯域地震計と GPS から

構成され、2010 年9月までに整備作業は完了し、

現在、観測データは常時つくば本所に伝送されて

います。

　観測データを研究や火山監視に役立てるため、

地震波や傾斜変動データは防災科研の高感度地

震観測網（Hi-net）のシステムを活用し、気象庁や

大学等の火山観測関係機関へのリアルタイムで

のデータ流通や一般へのデータ公開を今年度中

に開始する準備が進んでいます。地震波データ

は、火山情報 WEB（http://vivaweb2.bosai.go.jp/

index.html、VIVA Ver.2.0）を通じて連続波形画

像（１時間）を公開しています。また GPS データの

流通・公開についても検討が進められています。

これらの観測データがこれまでより多くの研究者

に活用されることにより、研究のすそ野が広がり、

火山噴火予知が進展することが期待されます。

新しい基盤的な火山観測網の整備とデータの流通・公開

浅間山鬼押出火山観測施設（群馬県吾妻郡長野原町）

火山観測研究を強化する火山

地震波画像データ公開
のポータルサイト（火山
情報 WEB）


